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そ
の
�　

 
保
険
料
の
負
担　

　

現
行
の
「
老
人
保
健
制
度
」
で
は
、

加
入
す
る
医
療
保
険
（
国
民
健
康
保

険
や
政
府
管
掌
健
康
保
険
、
健
康
保

険
組
合
、
共
済
組
合
な
ど
の
被
用
者

保
険
）
の
違
い
に
よ
っ
て
、
自
分
で
保

険
料
を
負
担
す
る
人
と
、
家
族
の
被

扶
養
者
と
し
て
保
険
料
を
負
担
し
な

い
人
が
い
ま
す
が
、「
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
」
で
は
、
す
べ
て
の
被
保
険
者

が
保
険
料
を
負
担
し
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
の
医
療
費
は
総
医
療

費
か
ら
患
者
一
部
負
担
金
を
差
し
引

い
た
医
療
給
付
費
の
う
ち
、
５
割
を

税
金
な
ど
の
公
費（
国
・
県
・
市
）が
、

４
割
を　

歳
以
下
の
人
が
加
入
す
る

７４

各
種
健
康
保
険
が
負
担
す
る
支
援
金

で
賄
わ
れ
ま
す
。

　

残
り
の
１
割
に
つ
い
て
、「
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
」
の
被
保
険
者
が
保

険
料
と
し
て
負
担
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

 
保
険
料
の
決
め
方　

　

保
険
料
は
、
被
保
険
者
全
員
が
頭

割
り
で
負
担
す
る
「
均
等
割
額
」
と
、

被
保
険
者
の
所
得
に
応
じ
て
負
担
す

る
「
所
得
割
額
」
を
合
計
し
、
個
人
単

位
で
計
算
さ
れ
ま
す
。

　

原
則
と
し
て
、
県
内
で
同
じ
保
険

料
率
に
な
り
ま
す
。

※
保
険
料
率
は
、
岡
山
県
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
の
議
会
に
お
い
て
、

平
成　

年　

月
ご
ろ
決
定
さ
れ
る
予

１９

１２

定
で
す
。

 
保
険
料
の
軽
減
措
置　

　

低
所
得
者
の
保
険
料
負
担
を
軽
減

す
る
た
め
、「
均
等
割
額
」
に
つ
い
て
、

世
帯
の
所
得
水
準
に
応
じ
て
７
割
、

５
割
、
２
割
の
３
段
階
の
軽
減
措
置

が
設
け
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、こ
れ
ま
で
被
用
者
保
険
の
被

扶
養
者
と
し
て
保
険
料
を
負
担
し
て

い
な
か
っ
た
人
に
対
す
る
激
変
緩
和

措
置
と
し
て
、「
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
」
の
被
保
険
者
の
資
格
を
得
た
月

か
ら
２
年
間
は
、
保
険
料
の
「
均
等
割

額
」
が
５
割
軽
減
と
な
り
、「
所
得
割

額
」
は
賦
課
さ
れ
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、

平
成　

年
４
月
か
ら
９
月
ま
で
の
半

２０

年
間
は
こ
れ
を
徴
収
せ
ず
、
平
成　
２０

年　

月
か
ら
平
成　

年
３
月
ま
で
の

１０

２１

半
年
間
は
９
割
軽
減
と
な
り
ま
す
。

　

激
変
緩
和
措
置
の
対
象
と
な
る
の

は
、「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」
の
施

行
日
（
平
成　

年
４
月
１
日
）
前
日
に

２０

被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
で
あ
っ
た

人
や
、
制
度
施
行
後
に　

歳
に
な
っ
て

７５

被
保
険
者
の
資
格
を
得
た
日
の
前
日

に
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
人
で
す
。

 
保
険
料
の
納
め
方　

　

保
険
料
は
、
介
護
保
険
料
と
同
じ

よ
う
に
、
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）、

ま
た
は
普
通
徴
収
（
納
付
書
払
い
）
に

よ
っ
て
納
付
し
ま
す
。

①
特
別
徴
収
…
年
金
受
給
額
が
年
額

　

万
円
以
上
の
人
は
、
原
則
と
し
て

１８年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。
た
だ

し
、
介
護
保
険
料
と
合
わ
せ
た
保
険

料
額
が
年
金
額
の
２
分
の
１
を
超
え

る
場
合
は
、
天
引
き
の
対
象
と
な
り

ま
せ
ん
。

※
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
に
被
保

２０

険
者
で
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
人

は
、
平
成　

年
４
月
分
の
年
金
か
ら

２０

徴
収
が
開
始
さ
れ
ま
す
。

※
平
成　

年
４
月
１
日
以
降
に　

歳

２０

７５

の
誕
生
日
を
迎
え
る
人
や
、
他
市
町

村
か
ら
転
入
し
た
場
合
な
ど
は
一
時

的
に
普
通
徴
収
に
な
り
ま
す
。

②
普
通
徴
収
…
特
別
徴
収
の
対
象
と

な
ら
な
い
人
に
つ
い
て
は
、
納
付
書
払

い
（
現
金
や
口
座
振
替
に
よ
る
納
付
）

と
な
り
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

岡
山
県
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合（
�
０
８
６
�
２
４

５
�
０
０
９
０
）、保
険
課
健
康
保
険

係（
�
�
０
２
５
８
）

　

先
月
号
で
、　

歳
以
上
の
後
期
高
齢
者
を
対
象
と
す
る
医
療
制
度
に

７５

つ
い
て
、
現
行
の
「
老
人
保
健
制
度
」
に
替
わ
り
、
平
成　

年
４
月
か

２０

ら
「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」
が
始
ま
る
こ
と
を
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
そ
の
保
険
料
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

 

保
険
料 

 

医
療
制
度
改
正
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ケ ー ブ ル テ レ ビ 網 の整備
■問い合わせ　企画課情報係（��０２１０）

　

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
は
、
映
像
情
報

や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
Ｉ
Ｐ
電
話　
（※）

な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、
市
か
ら

の
お
知
ら
せ
や
地
上
デ
ジ
タ
ル
放

送
に
も
対
応
可
能
で
す
。
特
に
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
は
、
私
た
ち
の
生
活
に

欠
か
せ
な
い
も
の
と
な
っ
て
き
て

い
ま
す
。

　

市
は
今
後
、
未
整
備
地
域
に
対
し

て
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
網
の
整
備
を

進
め
て
い
く
計
画
で
す
。

　

２
０
１
１
年
７
月
に
は
現
在
の

ア
ナ
ロ
グ
放
送
か
ら
地
上
デ
ジ
タ

ル
放
送
へ
と
移
行
す
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
総
務
省
の
調
査

で
は
、
個
人
で
ア
ン
テ
ナ
を
立
て
た

り
、
共
聴
組
合　

に
加
入
し
て
も
、

（※）

簡
単
に
テ
レ
ビ
を
視
聴
で
き
る
世

帯
と
視
聴
困
難
な
世
帯
が
生
じ
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

誰
も
が
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
を

視
聴
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
に

も
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
網
の
整
備
を

進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

市
の
地
域
情
報
化
推
進
に
市
民

の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
、
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

ケーブ ル テ レ ビ Ｑ＆ Ａ

Ｑ　ケーブルテレビのメリットは？
Ａ　ケーブルテレビになると、市や運営委託
した事業者が番組をつくり、「地域の放送局」

として情報を発信することになります。市か

らのお知らせ、議会や学校行事、地域のイベ

ントなど、市内さまざまな情報を得ることが

できます。さらに、インターネットやＩＰ電

話の利用も可能となります。また、防災無線

に代わり、緊急時・災害時の情報を告知放送

サービスにより提供することも検討していま

す。

Ｑ　地上デジタル放送に
　　対応困難な地域ができるの？

Ａ　地上デジタル放送対応のテレビに買い替
え、もしくはデジタルチューナーを設置して

も、地域によってこれまでのアンテナの位置

では受信できない場合があります。

＜共聴組合でデジタル放送に対応する場合＞

　比較的容易に対応できる場合と、地区の地

形等により全面的な改修が必要になるなど、

多額の整備費が必要になる場合があります。

＜個人のアンテナを設置して対応する場合＞

　居宅の周辺にアンテナを立てることで受信

でき、視聴可能となる世帯は、高梁・有漢・

成羽地域で６割から９割程度と想定されます。

　なお、ケーブルテレビが普及していない川

上・備中地域の約３割の世帯では、アンテナ

を立てても地上デジタル放送の受信が困難に

なることが予想されています。

　市は、行政情報の提供や地上デジタル放送への対応といった地域情報化の課題を解決する

ためには、ケーブルテレビ網の整備が必要と考え、「情報化計画」を策定しているところです。

　今月号では、ケーブルテレビについて取り上げます。

※ＩＰ電話…インターネット回線を利用した電話
※共聴組合…難視聴地域でテレビアンテナを共同で設置し
　　　　　　ている組合

　川上・備中地域でケーブルテレビ網の整備計

画について、説明会を開催しています。

　行政情報や地域情報などの統一した情報提

供が行えるよう整備を進めることや、地上デジタ

ル放送の難視聴地域の解消などについて、ご意

見や質問をうかがいながら説明を行っています。

説明会を行っています

（１１月７日　川上総合学習センター）


